















































































































































































controlled operations),②共同支配されている資産(jointly controlled assts)と
③共同支配されているエンティティ(jointly controlledentities)の３つのタイ
プのジョイント・ベンチャーを区別しているが，③のみが, FRSにおけ
る「ジョイント・べンチャー」に該当することになる。そして，エンティ
ティを形成しない①と②に関しては, IASもＦＲＳも，それらに対する投
資会社の持分額を個別財務諸表において（したがって当然のことながら連結
財務諸表においても）直接認識することを要求していて，同じ態度をとって
いる。
　一方，エンティティたるジョイント・べンチャーについては, IASが
比例連結を標準的処理法として勧めているのに対して, FRSが総持分法
によることとしている点で，全く対照的な様相を呈している。
　IASCが比例連結の適用こそが望ましいと感じている理由はこうである。
第１に，比例連結こそが「共同支配の事業体に対するジョイント・べンチ
ャー共同支配企業の持分の実質と経済的実態，すなわち，将来の経済的便
益のうちジョイント・ベンチャー共同支配企業の持分を支配しているとい
うことをよりよく反映する27）」ものであるということ。第２に，共同支配
されたエンティティに比例連結を適用すれば，投資会社の合弁協定は，結
局のところ，上記３つのタイプのすべての場合にわたって，その持分が同
様の方法で連結財務諸表に反映されることになる28）。
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　そのそれぞれに対するＡＳＢの反論はこうである。まず前者については，
｢ジョイント・ベンチャーに対する各参加事業体(venturer)の共同支配(他
の参加事業体の同意のもとにのみジョイント・べンチャーの営業と財務の方針を指
揮することが可能である)を，当該エンティティのそれぞれの資産，負債お
よびキャッシュフローの持分について単独で支配しているのと実質的に等
しいものとして表すことは，誤解を与えるものである29)｣と。そして後者
については，｢共同支配されている資産ないし活動(operations)においては，
それぞれのエンティティにとっての便益，リスクおよび義務は，その合弁
活動(jointactivity)にかかわる資産と負債の，当該ニンティティの持分に
のみ関係している｣が，｢対照的に，共同支配されているエンティティに
おいては，投資会社は，通常，当該エンティティの個々の資産，負債の便
益，リスクおよび義務を分担するよりはむしろそれらを共同で分かち合
う｣がゆえに，｢共同で支配されている資産ないし活動を通して，報告エ
ンティティそれ自体によって直接遂行されている活動と，他のエンティテ
ィと共同で支配されているエンティティを通して遂行される活動との間に
は，本質的な差がある｣と30)。
　しかし一方では, IAS31の標準的処理法である比例連結を採用すべき
であるという意見も根強いものであり31)，また，長期的持分の保持と共同
支配とによって特徴づけられるジョイント・べンチャーは，参加的持分を
持っていて重要な影響を行使するという点で，関連会社たる条件を満たし
ているがゆえに，関連会社と同じように処理されるべきであるという思い
が強いことも無視できない32)。
　かくして，持分法にとどまりつつ，比例連結への一定の接近をみせる｢総
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持分法」の導入となったのである。
　かくして, FRS9は，非法人のジョイント・べンチャーに対して比例連
結を認めそれ以外には持分法を適用する，会社法の立場とも一貫するもの
となった。そしてまた, ASBのIASCに対する抗弁的発言とはうらはら
に, IAS31が比例連結法のひとつのあり方として提言している，いわゆ
る「拡張持分法33」」に，結果的にかなり接近するものともなっているよう
に見える。
　５．結び
　ここで，日本の基準を含めてそれぞれの立場をまとめてみれば，次のよ
引こなろう。
　　｢市場は一層グローバル化していて，ジョイント・べンチャーその他の
合弁協定がますますポピュラーになっている34)｣と言える。すなわち，
　｢新しい市場や新しい技術あるいは希少資源にアクセスし，時にリスクを
分担する手段として，ジョイント・べンチャーが次第に一般的になってい
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る35）」のである。そういう状況の下で，「ジョイント・べンチャーその他
の合弁協定への持分について，どのような情報を提供すべきかという問
題36）」は，一層重要性を帯びてきている。イギリスは，それに対して，積
極的に独特の対応を図ったわけである。それは，会社法や既存の会計基準
への配慮をすると同時に，従来のイギリスの基準が「IAS31の……もっ
とも好まれない選択(least preferredoption)に従っている37）」という酷評に
も応えるものとなっている。
　今のところ，アメリカも，ジョイント・べンチャーには「持分法」を適
用する立場をとっているが，適切なディスクロージャーの点から，単純に
持分法を適用することでいいのかどうか，あるいはまた「持分法」を適用
するにしても具体的にどういうかたちにすべきなのかについては，慎重な
配慮が欠かせないように思う。その際には，今回のイギリスの展開が，格
好の手がかりを提供している。なお，ジョイント・べンチャーに関するデ
ィスクロージャーに関して, FRS9は，一定の水準を超える場合には，さ
らなる情報の提供を要求しているが，本稿ではその点についての検討は割
愛した38）。
　（本稿は，成城大学教員特別研究助成による研究成果の一部である。）
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